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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第67期

第２四半期
連結累計期間

第68期
第２四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (百万円) 14,772 16,651 32,406

経常利益 (百万円) 788 1,312 2,046

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 516 868 1,329

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 694 806 1,715

純資産額 (百万円) 18,640 20,093 19,565

総資産額 (百万円) 30,942 34,992 34,666

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 81.04 136.35 208.85

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.2 57.4 56.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,309 772 5,664

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △804 △573 △2,946

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △133 △600 △502

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 7,308 7,772 8,161
 

 

回次
第67期

第２四半期
連結会計期間

第68期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 41.74 68.33
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 
 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあ

りません。

なお、新型コロナウイルスの感染拡大による事業及び業績に及ぼす影響については、今後の推移を注視してまいり

ます。

また、重要事象等は存在しておりません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、一部の業界においては設備投資が活発化し、好調に推移した

一方で、新型コロナウイルスの感染拡大が長期化したことから、世界的なサプライチェーンの停滞、企業収益の低

下、雇用環境の悪化に伴う収入不安の高まりによる慎重な購買行動が見られる等、不安定な状況が続きました。

 
ａ．財政状態

資産は、前連結会計年度に比べ325百万円増加（0.9％増）し、34,992百万円となりました。増減の主な内容は、

現金及び預金が388百万円減少したものの、電子記録債権が600百万円増加したことによるものであります。

負債は、前連結会計年度に比べ201百万円減少（1.3％減）し、14,899百万円となりました。増減の主な内容は、

電子記録債務が1,186百万円増加したものの、支払手形及び買掛金が1,093百万円、割賦利益繰延が170百万円、短

期借入金が167百万円それぞれ減少したことによるものであります。

純資産は、前連結会計年度に比べ527百万円増加（2.7％増）し、20,093百万円となりました。増減の主な内容

は、利益剰余金が579百万円増加したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は57.4％と前連結会計年度に比べ1.0ポイント上昇いたしました。なお、「収益認識に

関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等の適用によ

り、期首利益剰余金が61百万円増加しております。

 
ｂ．経営成績

当社グループの連結業績につきましては、概ね計画通りに推移し、売上高は16,651百万円（前年同期比12.7％

増）、営業利益は1,156百万円（前年同期比61.9％増）、経常利益は1,312百万円（前年同期比66.4％増）、親会社

株主に帰属する四半期純利益は868百万円（前年同期比68.3％増）となりました。

 
セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

① 建設機械事業

建設機械事業におきましては、熊本地区を中心に発生した令和２年７月豪雨の復旧工事が本格化したものの、工

事現場におけるオペレーター人材の不足や部品不足による建設機械の長納期化の影響が顕著になる中、販売部門に

おいては、長納期化への対策として、先行手配により建設機械の在庫を確保し、ニーズに応えられる体制を整備し

たほか、利益率の高い商品の販売強化にも努めてまいりました。また、レンタル部門においては、災害復旧工事に

対応するためレンタル機械の設備投資を実施するとともに、民需、官需の取り込みにも注力してまいりました。こ

の結果、売上高は6,364百万円（前年同期比11.8％増）、セグメント利益は701百万円（前年同期比50.7％増）とな

りました。なお、収益認識会計基準等の適用により、売上高は22百万円減少し、セグメント利益は17百万円増加し

ております。
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② 産業機器事業

産業機器事業におきましては、新型コロナウイルスの感染拡大により、海外におけるロックダウン等の影響から

サプライチェーンが停滞した一方で、半導体、自動車、ロボット関連等の業界においては投資マインドが回復し、

好調に推移する中、緊急事態宣言下において対面での営業活動には制限があったものの、好調なロボット関連や半

導体関連の市場を中心に提案営業を強化するとともに、新商品の拡販にも注力してまいりました。この結果、売上

高は10,074百万円（前年同期比14.2％増）、セグメント利益は721百万円（前年同期比68.3％増）となりました。

なお、収益認識会計基準等の適用により、売上高は1,935百万円減少、セグメント利益は０百万円減少しておりま

す。

 

③ 砕石事業

砕石事業におきましては、事業を展開する地域において、災害復旧工事に予算が優先されるとともに、新型コロ

ナウイルスの影響による経済環境の悪化から、官民ともに小規模な工事が中心となる等厳しい状況で推移する中、

規模にかかわらず案件を着実に取り込むとともに、公共工事においては護岸工事等の受注獲得に努めてまいりまし

た。しかしながら、全体の取引量が減少したことに加え、生産設備機械の稼働トラブルにより生産効率が下がった

ことから、売上高は211百万円（前年同期比17.9％減）、セグメント損失は８百万円（前年同期はセグメント利益

47百万円）となりました。なお、収益認識会計基準等の適用による売上高及びセグメント損失への影響はありませ

ん。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ

388百万円減少（4.8％減）し、7,772百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フ

ローの状況とその増減の要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において、営業活動による資金の増加は772百万円（前年同期は2,309百万円の増加）

となりました。これは主に前第２四半期連結累計期間に比べ、売上債権の増加により資金が減少したことによるも

のであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において、投資活動による資金の減少は573百万円（前年同期は804百万円の減少）と

なりました。これは主に前第２四半期連結累計期間に比べ、有形固定資産の取得による支出が減少したことによる

ものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において、財務活動による資金の減少は600百万円（前年同期は133百万円の減少）と

なりました。これは主に前第２四半期連結累計期間に比べ、短期借入金の減少により資金が減少したことによるも

のであります。

 
(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

 
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,268,000

計 19,268,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年11月９日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 6,615,070 6,615,070
東京証券取引所（市場第一部）

福岡証券取引所
単元株式数は、

100株であります。

計 6,615,070 6,615,070 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年７月１日～
2021年９月30日

― 6,615,070 ― 1,181 ― 1,015
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(5) 【大株主の状況】

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己
株式を除く。)の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11―３ 460 7.22

武　内　徳　夫 福岡市中央区 335 5.25

九州理研株式会社 福岡市中央区平和３丁目15―37 281 4.42

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３丁目１―１ 215 3.38

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１―２ 214 3.36

小　林　敬　子 横浜市中区 208 3.26

白　江　や　す 川崎市麻生区 195 3.05

第一生命保険株式会社
（常任代理人　株式会社日本カ
ストディ銀行）

東京都千代田区有楽町１丁目13―１
（東京都中央区晴海１丁目８―12）

177 2.79

山　崎　梨　影 川崎市麻生区 164 2.58

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神２丁目13―１ 148 2.33

計 ― 2,401 37.68
 

(注) １　当社は、自己株式242千株を保有しておりますが、上記には含めておりません。

　　 ２　上記大株主の武内徳夫氏は、2021年８月31日に逝去されましたが、2021年９月30日現在において名義書換

未了であったため、同日現在の株主名簿上の名義で記載しております。

　　　３　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 460千株
 

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

― ―
242,500

完全議決権株式(その他)
普通株式

63,685 ―
6,368,500

単元未満株式
普通株式

― １単元(100株)未満の株式
4,070

発行済株式総数 6,615,070 ― ―

総株主の議決権 ― 63,685 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式16株が含まれております。
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② 【自己株式等】

2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社南陽
福岡市博多区博多駅前
３丁目19―８

242,500 ― 242,500 3.66

計 ― 242,500 ― 242,500 3.66
 

(注)　自己株式は、2021年７月19日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により、5,040株減少

しました。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,167 7,779

  受取手形及び売掛金 9,128 9,371

  電子記録債権 2,444 3,044

  商品及び製品 1,954 2,124

  仕掛品 83 119

  原材料及び貯蔵品 6 8

  その他 717 650

  貸倒引当金 △415 △399

  流動資産合計 22,088 22,699

 固定資産   

  有形固定資産   

   貸与資産（純額） 7,014 6,846

   その他（純額） 2,961 3,020

   有形固定資産合計 9,976 9,867

  無形固定資産   

   のれん 18 9

   その他 42 71

   無形固定資産合計 61 81

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,222 2,026

   その他 330 331

   貸倒引当金 △11 △13

   投資その他の資産合計 2,541 2,344

  固定資産合計 12,578 12,292

 資産合計 34,666 34,992
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 7,833 6,739

  電子記録債務 2,781 3,967

  短期借入金 1,167 1,000

  リース債務 475 531

  未払法人税等 377 417

  賞与引当金 300 284

  役員賞与引当金 66 36

  割賦利益繰延 170 ―

  その他 807 842

  流動負債合計 13,980 13,819

 固定負債   

  その他の引当金 ※2  416 ※2  419

  退職給付に係る負債 360 348

  その他 343 311

  固定負債合計 1,120 1,079

 負債合計 15,100 14,899

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,181 1,181

  資本剰余金 1,015 1,020

  利益剰余金 16,570 17,149

  自己株式 △231 △227

  株主資本合計 18,535 19,124

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 949 788

  繰延ヘッジ損益 △0 △2

  為替換算調整勘定 81 182

  その他の包括利益累計額合計 1,030 968

 純資産合計 19,565 20,093

負債純資産合計 34,666 34,992
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

売上高 14,772 16,651

売上原価 12,246 13,561

差引売上総利益 2,525 3,089

割賦販売未実現利益戻入額 51 ―

割賦販売未実現利益繰入額 35 ―

売上総利益 2,542 3,089

販売費及び一般管理費 ※  1,828 ※  1,932

営業利益 714 1,156

営業外収益   

 受取利息 6 39

 受取配当金 15 17

 持分法による投資利益 11 17

 為替差益 ― 43

 その他 60 47

 営業外収益合計 94 165

営業外費用   

 支払利息 8 9

 その他 11 0

 営業外費用合計 19 9

経常利益 788 1,312

特別利益   

 固定資産売却益 1 1

 投資有価証券売却益 0 ―

 特別利益合計 2 1

特別損失   

 固定資産除却損 0 0

 投資有価証券売却損 0 ―

 貸倒引当金繰入額 ― 1

 特別損失合計 0 2

税金等調整前四半期純利益 790 1,311

法人税、住民税及び事業税 250 424

法人税等調整額 23 17

法人税等合計 274 442

四半期純利益 516 868

非支配株主に帰属する四半期純利益 ― ―

親会社株主に帰属する四半期純利益 516 868
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純利益 516 868

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 209 △166

 繰延ヘッジ損益 △0 △2

 為替換算調整勘定 △22 68

 持分法適用会社に対する持分相当額 △8 38

 その他の包括利益合計 178 △62

四半期包括利益 694 806

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 694 806

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 790 1,311

 減価償却費 779 877

 のれん償却額 9 9

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △27 △14

 賞与引当金の増減額（△は減少） △59 △16

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4 △11

 受取利息及び受取配当金 △22 △56

 支払利息 8 9

 持分法による投資損益（△は益） △11 △17

 固定資産除売却損益（△は益） △1 △0

 投資有価証券売却損益（△は益） △0 ―

 売上債権の増減額（△は増加） 3,049 △770

 棚卸資産の増減額（△は増加） 434 △194

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,668 66

 その他 △706 △118

 小計 2,577 1,072

 利息及び配当金の受取額 30 72

 利息の支払額 △7 △9

 法人税等の支払額 △290 △363

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,309 772

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △897 △680

 有形固定資産の売却による収入 105 142

 無形固定資産の取得による支出 △11 △35

 投資有価証券の取得による支出 △2 △2

 投資有価証券の売却による収入 1 ―

 その他の支出 △5 △13

 その他の収入 4 14

 投資活動によるキャッシュ・フロー △804 △573

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 339 △174

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △114 △75

 長期借入金の返済による支出 △33 ―

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △324 △350

 財務活動によるキャッシュ・フロー △133 △600

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5 12

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,365 △388

現金及び現金同等物の期首残高 5,942 8,161

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  7,308 ※  7,772
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

（収益認識に関する会計基準の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品の国内の販売に

おいて、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益

を認識しております。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりです。

（１）代理人取引に係る収益認識

主に産業機器事業における収益について、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しており

ましたが、一部取引について顧客への商品提供における当社の役割が代理人と判断すべき取引については純

額で収益を認識する方法に変更しております。

（２）割賦販売に係る収益認識

主に建設機械事業における収益について、割賦販売は、従来、商品引渡し時に販売価額及び割賦受取利息

の総額を収益として認識し、回収期日未到来の割賦債権に対応する未実現利益を繰延処理しておりました

が、商品が顧客に移転し当該履行義務が充足された一時点で収益を認識するとともに、割賦受取利息に関し

ては金融要素として調整を行っております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第

86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更について、

すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会計期

間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は1,957百万円減少し、売上原価は1,931百万円減少し、売上総利

益及び営業利益はそれぞれ16百万円増加し、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ19百万円増加して

おります。また、利益剰余金の当期首残高は61百万円増加しております。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的

な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しており

ません。

 
（時価の算定に関する会計基準の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影

響はありません。
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(追加情報)

（表示方法の変更）

（四半期連結貸借対照表）

前連結会計年度において「流動資産」に表示していた「賃貸料等未収入金」は、営業活動による債権の明瞭性の

観点から、第１四半期連結会計期間より「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に含めて表示しております。この

表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組み替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「賃貸料等未収入金」に表示していた

740百万円は、「受取手形及び売掛金」9,128百万円に含めて表示しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

　１ 保証債務

(1) 当社が商品を販売したリース会社に対して、リース会社の有する債権について保証をしております。

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

 28百万円  28百万円
 

　

(2) 取引先に対する建設機械等の買取保証をしております。

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

 0百万円  0百万円
 

　

※２ その他の引当金の内容

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

跡地修復引当金 416百万円  419百万円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

給料及び手当 714百万円 730百万円

賞与引当金繰入額 228百万円 253百万円

役員賞与引当金繰入額 20百万円 36百万円

退職給付費用 38百万円 39百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

現金及び預金 7,314百万円 7,779百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △6百万円 △6百万円

現金及び現金同等物 7,308百万円 7,772百万円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年９月30日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月23日
定時株主総会

普通株式 324 51 2020年３月31日 2020年６月24日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月９日
取締役会

普通株式 95 15 2020年９月30日 2020年12月４日 利益剰余金
 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年９月30日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月22日
定時株主総会

普通株式 350 55 2021年３月31日 2021年６月23日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月８日
取締役会

普通株式 95 15 2021年９月30日 2021年12月３日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２建設機械事業 産業機器事業 砕石事業 計

売上高       

　外部顧客への売上高 5,691 8,823 257 14,772 ― 14,772

　セグメント間の内部
 売上高又は振替高

24 8 ― 33 △33 ―

計 5,716 8,832 257 14,805 △33 14,772

セグメント利益 465 428 47 942 △227 714
 

(注) １　セグメント利益の調整額△227百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２建設機械事業 産業機器事業 砕石事業 計

売上高       

　外部顧客への売上高 6,364 10,074 211 16,651 ― 16,651

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

36 9 ― 45 △45 ―

計 6,401 10,083 211 16,696 △45 16,651

セグメント利益又は損失(△) 701 721 △8 1,415 △258 1,156
 

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額△258百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
３　報告セグメントの変更に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識

に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の「建設機械事業」の売上高は22百万円減

少、セグメント利益は17百万円増加し、「産業機器事業」の売上高は1,935百万円減少、セグメント利益は０百万

円減少しております。また、「砕石事業」における売上高及びセグメント損失への影響はありません。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日 至　2021年９月30日）

    (単位：百万円)

 

 報告セグメント

合計
建設機械事業 産業機器事業 砕石事業 計

商品及び製品の販売等 3,923 10,074 211 14,209 14,209

建設機械のレンタル等 2,441 ― ― 2,441 2,441

顧客との契約から生じる収益 6,364 10,074 211 16,651 16,651

外部顧客への売上高 6,364 10,074 211 16,651 16,651
 

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

１株当たり四半期純利益 81円04銭 136円35銭

 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 516 868

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

516 868

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,367 6,370
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

 

第68期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）中間配当について、2021年11月８日開催の取締役会において、

2021年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                              　   95百万円

②　１株当たりの金額      　                       15円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  　　2021年12月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2021年11月８日

株式会社南陽

取締役会 御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ

福　岡　事　務　所
 

 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 只　　隈　　洋　　一 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 室　　井　　秀　　夫 印

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社南陽の

2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年９月30日

まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社南陽及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥
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当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

 
 

(注) １.　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２.　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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